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要旨 

 現在、2016 年に開催されるオリンピック招致に向け、私たちが住む日本を含め、世

界各国で様々なアピール活動が行われている。立候補している東京は、二回目のオリン

ピック開催に向け、その他の立候補地と招致合戦を繰り広げている。 
 しかし、そもそも、なぜこれ程までに多くの国がオリンピックを招致したがるのだろ

うか。理由として挙げられるのは、一般的にオリンピック開催はその国の国威を掲揚し

たり、国の発展のメルクマールとしたりといった効果である。その中でも、オリンピッ

クが経済を活発化させ、プラスの影響をもたらすとの意見は、ごく一般的なものだろう 
 では、ニュースや新聞では、度々、オリンピックによる経済効果を謳ったものが見ら

れるが、本当に、オリンピックには経済効果があるのだろうか。本稿ではオリンピック

の経済効果を明らかにすべく、様々な視点からオリンピックの経済効果を測ってみるこ

ととした。 
 まず、海外におけるオリンピックの事例から、オリンピックには一定の経済効果があ

ることを確認する。その上で、日本で行われた過去 3 回のオリンピックをデータを用い

て分析し、経済効果を検証していく。分析は、大きく 3 つに分けられる。まず、1 つ目

は、一国単位での GDP の推移を分析することからのマクロ的な経済効果の考察である。

2 つ目は、よりミクロ的な視点から、開催地に注目した GDP の推移からの経済効果の

分析である。最後に、（3 つ目として、）その中でもどういった業種への経済効果の貢献

が高いのかを検証し、さらに産業連関分析を用いて特定業種からの波及効果の大きさを

測っていく。 
 以上のような分析を通し、オリンピックによる経済効果に関する結果から、オリンピ

ックによる経済効果は存在するのかについて、一定の結論を導き出すことが出来た。加

えて、2016 年のオリンピックが東京で開催された場合に見込まれる経済効果について

も独自の予想をたて、多額の税金を投入するだけのメリットがあるのかを評価し、開催

に向けての提言を行う。 
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１.  はじめに 

 近代的なオリンピックが開催されてから 100 余年が経った現在、2016 年に開催されるオリンピック

招致に向けて世界各国で様々なアピール活動が行われている。わが国・日本もその国の一つであり、立

候補している東京は 1964 年に続く二回目のオリンピック開催に向け、シカゴ・マドリード・リオデジ

ャネイロなどの世界的なメトロポリスと招致合戦を繰り広げている。また、オリンピックは「スポーツ

の祭典」とも呼ばれるように、世界各国が国の威信をかけて競う大会であり、かつ人々に感動や興奮を

与えてくれる催事ともなっている。そのため、次回のオリンピック開催が日本で行われるのかどうか、

2009 年 10 月 2 日の開催地決定に向けて、国民の期待は日増しに高まってきている。 
 しかし、なぜ世界の各都市はオリンピックを招致したがるのだろうか。オリンピックが行われると一

般的には経済が活発となり、テレビなどでは「オリンピックによる経済効果は約～円と見込まれる」と

いう話も耳にする。では、経済効果とは何を指しているのか。本稿ではオリンピックの効果を経済効果

に限定して、明らかにすべく、過去に開催されたオリンピックを海外と日本で大別し、日本においては

3 つのオリンピック（以下、1964 東京、1972 札幌、1998 長野と表記する）を基に、一国の経済状況を

分析し、オリンピックには経済効果があるのかを実証分析していく。そして、現在招致活動を行ってい

る 2016 年東京オリンピックは、本当に招致すべきなのかどうかの検証を行っていきたい。 
また、本稿の構成としては、以下の各章で世界的に見たオリンピックと日本開催でのオリンピックか

ら事実を整理することによって、分析を進めていきたい。まず、第 2 章では海外における経済効果の事

例について論じる。第 3 章では、マクロデータから過去の日本におけるオリンピックの経済効果を分析

する。わが国日本では、1964 東京、1972 札幌、1998 長野と 3 度のオリンピックが開催されているが

それぞれのオリンピックが行われた年を中心に分析を進めることとする。第 4 章では、第 3 章の結果を

基に、さらにミクロデータから細かくオリンピックの経済効果を分析する。この際には各業種への貢献

度も同時にみていく。そして、第 5 章では、特定業種からの波及効果を産業連関分析により経済効果を

検証していく。あくまでシミュレーションであるため、条件付きの下において分析をする。最後に、第

6 章では全体の総括から、2016 年に開催を招致している東京オリンピック開催に向けての提言を考えて

いく。 
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２.  オリンピックとその経済効果 

 オリンピックに関しては、様々な経済効果が期待される。プラスの効果に限定して考えてみると、ま

ず、開催前の準備期間に関して言えば、大会に使用されるスタジアムや競技施設の建設・整備はもちろ

ん、選手や観客が移動の際に使う交通システムの構築といった経済活動が活性化し、それに伴って雇用

が創出されることになる。むろんこれらの準備には莫大は費用がかかり、その費用を賄うための投資が

行われることになる。次に、開催期間中は、観戦に訪れた来訪者により宿泊や食事などの消費行動がな

されるため、それらが現地のホテルや商店の売り上げの増加につながるなど、サービス業全般並びにオ

リンピック関連事業における雇用が創出される。さらには、チケット販売収入、放映権、スポンサーか

らの収入なども生まれる。最後に、開催後には、オリンピック開催地としての知名度の向上に伴う旅行

需要などが期待されることになるだろう。 
 
２－１．過去のオリンピックの経済効果 

では、実際の経済効果を確かめるため、まず海外で行われたオリンピックをいくつか例に挙げ、経済

効果の有無をみてみる。図表２－１に直近のオリンピック 6 大会の経済効果についての先行研究の結果

をまとめた1。これによると、どのオリンピックからも正の経済効果が確認されたことがわかる。例えば、

バルセロナオリンピックに際しては、失業率が開催地域で 18.4％から 9.6％へ改善し、スペイン全体で

も 20.9％から 15.5％へ改善している。また、労働賃金が低いアテネでは非常に多くの雇用が創出されて

いる2。 
 次に経済効果の一役を担う投資が実際にどのような分野で行われたのかをみてみる。最新の 2008 年

北京オリンピックの準備段階を例にとって説明をしよう。（図表２－２）「節約オリンピック」を掲げて

行われた北京オリンピックだが、それでも約 3.4 兆円という多額の資金を用いて様々な準備がなされた。

例えば、独特の外観で有名なメイン会場の「鳥の巣」の建設においては 420 億円が費やされた。また、

海外からの観戦客に対応するため国際線を増便し、それに伴いに空港に国際線ターミナルを増設するな

どインフラの増強も行われた。空港だけでなく、北京市内の地下鉄においても新たに 5 路線 50 駅が整

備された。その他、大気汚染が懸念されたのを受け都市環境建設の一環として、北京市内に広大な緑地

が整備されるなど、波及的な効果もあった。 
 
２－２．ケーススタディ:1984 年 ロサンゼルスオリンピック 

 実は、オリンピックの経済効果を数値で表すのは難しい。図表２－１で示した数値も産業連関表やＣ

ＧＥモデルなどを使って計算された試算値である。また、オリンピックの観戦チケットやオフィシャル

グッズの収益はあくまでオリンピック委員会のものになり、税金を用いてインフラ設備などに多額の投

資を国や自治体が行っても、その投資額をチケット収入やスポンサーからの収入から直接回収できるわ

けではない。 
 そこで、オリンピック開催による経済効果を大まかに捉えるために、マクロ的に確認してみることに

する。ここでは 1984 年のロサンゼルスオリンピックを例に挙げる。ロサンゼルスオリンピックが行わ

れた 1984 年には、アメリカ経済にとってはそれまでの景気後退からの回復の過程にあったため、オリ

ンピック特需は少なからずポジティブな影響を与えたものと推測される。 
                                                  
1 2008 年の北京オリンピックに関しては、結果的な経済効果に関する研究報告がまだ行われていない。 
2 Locate in Kent (2009)による。 
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 図表２－３～５は、ロサンゼルスが位置するカリフォルニア州に関するいくつかの経済指標のオリン

ピック前後の推移である。なお、言うまでもなく、1984 年に観察されるマクロ経済の変化の全てがオ

リンピックによるものではない。その点を考慮に入れつつ、考察を進めていく。まず、雇用環境の指標

として、図表２－３の失業率の推移をみると、オリンピックが開催された 1984 年に、カリフォルニア

州はもちろんのことアメリカ全土で失業率が大きく改善されている。オリンピック開催準備の一環であ

るインフラ建設などにより、雇用が創出された効果があったことが考えられる。次に、所得の指標とし

て図表２－４で実質可処分所得、実質個人可処分所得の推移をみると、どちらの指標も前年比で 1984
年に大きく増加している。そして 1985 年には再び減少している。雇用環境の改善に伴う所得の上昇が

あったものの、その後の反動減などもあり、所得が伸び悩んだ可能性が示唆される。また、景気に敏感

に反応すると言われる、建設関連の指標を見ると、建設額がロサンゼルスオリンピック前で大きく伸び

ていることが分かる。 
以上のことから、1984 年のロサンゼルスオリンピック開催により、雇用・消費・インフラの面にお 

いて、少なからずポジティブな経済効果があったと考えることが出来る。 
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３. 日本におけるオリンピックの経済効果 

３－１. 日本における過去 3 回のオリンピックの位置づけ 

 本章では、GDP に注目して過去に日本で開催されたオリンピックの分析を行い、わが国におけるオ

リンピックの経済効果をみていく。オリンピックによる経済効果は様々あるが、主なものは競技場や宿

泊施設の建設及び、インフラ整備等に関するものであると考えられる。例えば、1964 東京では国立競

技場や日本武道館を始めとする競技場や、ホテルニューオータニ、ホテルオークラ等の宿泊施設、東海

道新幹線・東京モノレールの開業をはじめとするインフラ整備が行われ、多くの資金が投じられた。そ

のため、本章では建設工事期間を考慮し、オリンピックによる経済効果の影響は開催前後 2～3 年（原

則として全国は 2 年、都道府県別は 3 年）で測ることとする。 
 図表３－１は、日本で開催された各々のオリンピックに関して開催時の GDP を 100 として、前後 2
年間の GDP を指数化したものである3。表より、2 つの傾向が見受けられる。1 つは、1964 東京と 1972
札幌に関しては、開催 2 年前より開催後まで一貫した伸びが観察されるが、1998 長野に関しては、オ

リンピック開催前で伸び、開催時以降では GDP の減少が観察できるということである。これはオリン

ピックの開催時期により、高成長期・低成長期の違いが影響している部分もある。そのことを念頭に置

きつつ、以下では日本で開催された過去 3 回のオリンピックについて、より詳しく分析を進めていきた

い。 
 
３－２. 1964 年 東京オリンピック（夏季）の分析 

 内閣府の公示している「景気基準日付」で見ると、1964 東京が行われた 1964 年 Q4 は景気の第 5 循

環内に位置している（ここで Q は四半期。以下、同様）4。この循環は 1964 年 10 月に景気の山をむか

えており、まさに 1964 東京の開催と同時期であり、オリンピックによる経済効果を反映していると考

えられる。 
 では、より詳しく分析を進めていく。図表３－1 で見たように、1964 東京前後の GDP に関しては、

一貫して上昇傾向にある。そこで、GDP を民間最終消費支出、民間企業設備、公的固定資本形成の 3
つに分けてみると、民間企業設備を除く 2 つの指標に関しては、GDP の推移同様、一貫して上昇傾向

にある。図表３－２に示したように、民間企業設備は、1964 東京開催以前は一貫して上昇傾向にあっ

たが、オリンピックを境に 1965 年 Q1 から 1965 年 Q4 にかけて減少に転じている。しかし、これは

1965 年が「戦後最大の不況」の年にあたっており、不況の影響を受けやすい民間企業の投資等が減少

したことによるものと思われ、オリンピックによる影響とは考えにくい。 
 以下の分析では、「戦後最大の不況」の影響について、もう少し丹念に見ていこう。ここでは四半期

データを用いて、GDP 成長率（前期比）及び GDP 成長率を公的固定資本形成、民間企業設備、民間最

終消費支出の 3 つに寄与度分解した（図表３－３）。オリンピック開催約 1 年前までは GDP の伸びが観

察され、1964 東京が近づくにつれ低下、その後再び上昇していくことが観察される。また、オリンピ

ック開催前での GDP の伸びは、主に民間企業設備と民間最終消費支出の伸びによるものである。オリ

ンピックの準備段階での投資としての公共事業も寄与度自体は限定的ではあるが、正の寄与をしている

ことがわかる。オリンピック開催後では、1 年間ほど民間企業設備の低下がみられるが、これは図表３

－1 の民間企業設備の分析と同様、「戦後最大の不況」の影響等によるものであると思われる。その後は

                                                  
3前後 8Q 分の前期比を求め、指数化する。その後、4Q 分の平均より、前後 2 年を指数化したものを算出。 
4景気の第 5 循環は 1962 年 Q4～1965 年 Q4 である。 
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不況に対し、公共投資が積極的に行われことを意味するかのように、公的固定資本形成が過去 3 年間に

はない程に大きな伸びを見せている。なお、四半期のグラフで見るとオリンピック開催後の成長率が非

常に高いように見えてしまうが、前年比で見ると成長率はオリンピックの次の年 1965 年には低下して

いることに注意が必要である。 
 
３－３. 1972 年 札幌オリンピック（冬季）の分析 

 1972 札幌が行なわれた 1972Q1 は、「景気基準日付」によると、景気の第 7 循環内に位置する5。こ

の循環は 1973 年 11 月に山をむかえており、1972 札幌開催の約 2 年後に景気の山が来ていることにな

っている。 
図表３－４で示したように、1972 札幌開催前後の GDP に関しても、1964 東京と同様に一貫して上

昇傾向にある。また、GDP を民間最終消費支出、民間企業設備、公的固定資本形成の 3 つに分けて分

析した結果、全てにおいて一貫した上昇傾向が見受けられた。そこで、GDP 成長率を見てみると、1972
札幌開催前では 1964 東京とは異なり減少傾向にある。特に民間企業設備はマイナス成長である。これ

は、1971 年 8 月におこったアメリカのニクソンショックによるドル安、円高不況の影響によるもので

あると考えられる。しかし、ニクソンショック以前では、若干ではあるが、民間最終消費支出の伸びが

観察できる。オリンピック開催後に GDP 成長率は上昇し、1 年後の 1973 年 Q1 に成長率が最大となっ

ている。また、開催 2 年後の 1974 年には 3 項目全てがマイナス成長となっているが、これも石油ショ

ックによるものであると思われる。 
なお、年あたりでグラフを見ると、オリンピック開催 1 年前の 1971 年はニクソンショックによる影

響から成長率が低下しているが、オリンピック開催 1 年後に成長率が低下しているのは 1964 東京と同

様の傾向である。 
 

３－４. 1998 年 長野オリンピック（冬季）の分析 

1998 長野が行なわれた 1998 年 Q1 は、景気の第 12 循環内に位置する6。この循環は 1997 年 5 月に

山をむかえている。 
図表３－１で示した通り、1998 長野開催前後の GDP に関しては、1964 東京、1972 札幌のような一

貫した上昇傾向はうかがえない。これは 1998 長野の開催時期が低成長期にあたり、ちょうどわが国の

金融システム危機の時期に相当するためと考えられる7。1998 長野開催前では GDP は大きく伸び、開

催後は低下している。1998 長野開催前では、公的固定資本以外は増加していることが確認できるが、

公的固定資本に関しても何度かの上昇局面が観察できる。民間最終消費支出が 1997 年 Q1 までに異常

な伸びを見せているのは、消費税（・年金保険料）の引き上げによるものであるため注意が必要ではあ

るが、それを除いても 1997 年 Q3 以降は緩やかな伸びが観察される(図表３－５)。つまり、1964 東京・

1972 札幌に加え 1998 長野においても、開催前に消費の増加が確認される。ただし、オリンピック開催

後では、民間最終消費支出以外は減少に転じている。 
次に、図表３－６の GDP 成長率で見ると開催約 2 年前の 1996 年 Q1 にピークを迎え、その後も何度

か伸びを記録しているが、1998 長野が近づくにつれて伸び率は低下、1998 長野後では、マイナス成長

                                                  
5景気の第 7 循環は 1971 年 Q4～1975 年 Q1 である。 
6景気の第 12 循環は 1993 年 Q4～1999 年 Q1 である。 
7 それゆえ、長野オリンピックに関してはオリンピックによる経済効果が、ある程度、GDP そのものの変化として観察される可能性が

ある。 
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となっている。成長率を公的資本形成、民間企業設備、民間最終消費支出の 3 つで寄与度分解してみた

ところ、オリンピック開催前の GDP の伸びは民間企業設備及び民間最終消費支出の伸びによるもので

あるとみられる。オリンピック後では 1 年間ほど民間企業設備の低下傾向がみられるものの、その後は

伸びを見せている。残りの 2 つの指標についても同様の動きが観察される。経年別のデータで見てみて

も、オリンピック 2 年前は GDP が伸びているが、オリンピックが近付くにつれ GDP の低下が観察さ

れる。 
 

３－５. 成長成分を除いた場合の東京及び札幌オリンピックの経済効果 

ここまで様々な指標を用いてデータを見てきたが、例えば、1964 東京と 1972 札幌開催時は高度経済

成長期にあたり、どこまでがオリンピックによる伸びなのかが把握出来ない。一般に、オリンピックの

経済効果を成長と捉えるか、循環における上昇局面と捉えるかには議論の余地があるだろう。ただし、

双方を混同して捉えるのも適切ではない。そこで、代表的なフィルタリングの手法である HP フィルタ

ーを用いて 1964 東京の経済効果を成長（トレンド）成分と循環（サイクル）成分とに分解してみる。

HP フィルターとは、「時系列データから、「一定の滑らかさ」を保ちながら実績値を追うようなトレン

ド成分を取り出すことを意図したフィルター」である（肥後・中田(1998)）。これを用いて、1955 年 Q2
から 1999 年 Q1 までのトレンドを出し、そこから当該期間を切り出したものから 1964 東京、1972 札

幌の経済効果を測る（図表３－７）。実績値の線が青、上記のスムースなトレンドが赤、緑は青－赤で

ある。当時の経済成長の平均的な動きはトレンド線で追えるとした場合、それと実績（オリジナル）と

の差、つまり緑の線がプラスなら、それがある種のオリンピック効果と捉える。この乖離のことを、循

環（サイクル）と呼ぶことにする。 
そこで、循環成分がどれだけトレンドからプラスもしくはマイナスに乖離しているかを計算してみた

ところ、総じてみれば、オリンピックによる経済効果はあまり期待できない可能性が見えてくる8。 
1964 東京前 2 年では四半期平均で年率 0.6％とプラスの乖離をしていることがわかる、オリンピック

後 2 年では四半期平均で年率▲1.2％とマイナスの乖離をしている。このことだけから判断すれば、1964
東京による効果はプラスよりもマイナスの方が大きいことになる。ただし、この時期のオリンピック効

果は、当時の日本の経済水準を考えれば、成長成分にも現れている可能性が高いことには留意すべきで

ある(成長成分は前 2 年、後 2 年でそれぞれ 9.3%、9.7%)。 
また、1972 札幌前 2 年では四半期平均で年率▲2.1％とマイナス乖離、オリンピック後 2 年でも四半

期平均で年率▲0.6％とマイナスの乖離をしている。1998 長野では、前 2 年では四半期平均で年率▲

0.7％、後 2 年では四半期平均で年率 0.3％とプラスの乖離をしている9。 
この結果は、札幌オリンピックや 1998 長野から GDP の押し上げ効果はほとんど無かった可能性を

示唆する。ただし、前者はニクソンショック、後者は金融システムショックなどの特殊な時期とも重な

るため、オリンピックの影響というよりも、オリンピックとは独立の要因による効果が強く出てしまっ

ている可能性が強いだろう。また、そもそも規模の違いにより、夏季オリンピック（1964 東京）のほ

うが冬季オリンピック（1972 札幌）よりも経済効果が大きいと考えられる点も注意が必要だろう。 
 

 

                                                  
8 フィルタリングは、図３－７同様、The Quantitative Macroeconomics and Real Business Cycle のサイトを利用した。 
9 長野オリンピックに関しては、SNA93 への以降のため、SNA 93（平成 7 年基準）を用いて数値のみ算出。東京、及び札幌の関して

は SNA 68（平成 2 年基準）を使用。 
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４. ミクロデータから過去の日本におけるオリンピックの経済効果を分析 

 前節までの分析によれば、マクロ的にみるとオリンピックの影響は、必ずしも大きくない、場合に

よってはマイナスであるというケースもあるようだ。ただし、オリンピック以外の影響もある中で、十

分に影響を計測できているとは言いにくい。あくまで、オリンピック実施の結果としてのマクロ経済の

パフォーマンスを確認したに過ぎない。そこで、一段と踏み込んだ分析を行っていくことにする。 

 

４－１. 地域別比較 

 ここまでは一国単位の経済状況の変化を見るにあたり、全国規模で GDP を分析してきた。しかし、

オリンピックに向けての設備投資額は全国の GDP の金額と比べた場合、非常に少額なものなってしま

う。例えば、1964 東京に向けての施設整備に投じた金額は約 164 億円とされている。これではオリン

ピックによる効果が表れにくい。そこで本節では、よりミクロの視点で経済効果を分析してみることと

する。ここでは、内閣府『県民経済計算』に基づき、全国の総支出と開催地（東京都、北海道、長野県）

の県内総支出の前年比を算出し比較を行った。図表４－１はオリンピック開催前後 3 年間における各開

催地と全国の成長率の差を表したものである。 
開催前後、3 年間の伸び率を平均すると、東京都の開催前伸び率が 11.7％であり、全国の伸び率 10.9％

を 0.8 ポイント上回っている。開催後では東京都が 7.9％、全国が 9.6％と全国の方が 1.7 ポイント上回

っている。東京都の変化に着目した場合、開催前後で 11.7％から 7.9％と▲3.8 ポイント大きく減少し

ていることが観察できる。このことから、少なくともオリンピック開催地である東京都には一定の経済

効果があったと言える。次に、1972 札幌開催前後、2 年間の伸び率を平均したところ、北海道の開催前

伸び率が5.95％であり、全国の伸び率7.95％を2.0ポイント下回っていた。開催後では北海道が3.75％、

全国が 2.15％と北海道が全国を 1.6 ポイント上回る結果となったが、北海道の変化に着目した場合、開

催前後で比較しても 5.95％から 3.75 と▲2.2 ポイント減少していることが観察できる。したがって、

1972札幌に関してはオリンピック開催による経済効果よりも開催前の1971年に発生したアメリカのニ

クソンショックによるドル安、円高不況の影響が大きかったのではないかと思われる。最後に、1998
長野開催前後 3 年間を見ていく。長野県の開催前伸び率が 3.1％であり、全国の伸び率 1.41％を 1.69
ポイント上回っている。開催後では長野県が 1.21％、全国が 0.37％と依然長野県が全国を上回る結果と

なった。長野県の変化に着目した場合、開催前後で 3.1％から 1.21 と▲1.89 ポイント減少していること

が観察される。このことから、少なくともオリンピック開催地である長野県には一定の経済効果があっ

たと評価できるだろう。 
 
４－２. 業種別比較 

 次に切り口を変えて、どの業種の伸びによるものなのかを分析する。3 つのオリンピックの中で、唯

一高度経済成長の影響を受けていない長野県に着目し、産業を 10 種に分けて推移を観察する10。 
 図表４－２からオリンピックが開催された 1998 年（平成 10 年）以前において、オリンピックによる

経済効果が顕著に表れていると考えられる業界は、建設業及び不動産業の 2 業種であるといえる。建設

業界において生産額の増加がもたらされる要因は、競技場の建設等、容易に想像がつくであろう。一方、

不動産業での伸びに関しては、主なものとして、郊外での住宅建設の過熱化や郊外の地価上昇によるも

                                                  
10農林水産業、鉱業、製造業、建設業、電気・ガス・水道業、卸売・小売業、金融・保険業、運送・通信業、サービス業の 10 種。 
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のがあると考えられる。2 業種双方における投資の増加がどの程度日本経済に波及効果を生み出すかを

検証していく必要があるだろう。 
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５．特定業種からの波及効果～産業連関分析による経済効果の検証～ 

 前節の考察より、オリンピックによる経済効果が顕著に表れていると考えられる業界は、建設業及び

不動産業の 2 業種である。特に、その効果が大きいと考えられる建設業について、波及効果を計測して

みたい。検証にあたっては総務省統計局『産業連関表』を用いる。 
 
５－１．産業連関分析とは 

 産業連関分析とは 1936 年アメリカの経済学者 W.W.レオンチェフ博士によって考案され、経済予測等

について精度の高さと有用性が認められたことから、広く世界で使われるようになったものである。 
 産業連関分析には産業連関表という、一定期間（通常１年間）において、財・サービスが各産業部門

間でどのように生産され、販売されたかについて、行列の形で一覧表にとりまとめたものを用いる。あ

る１つの産業部門は、他の産業部門から原材料や燃料などを購入し、これを加工して別の財・サービス

を生産し、さらにそれを別の産業部門に対して販売する。購入した産業部門は、それらを原材料等とし

て、また、別の財・サービスを生産する。このような財・サービスの「購入→生産→販売」という連鎖

的なつながり、すなわち生産波及を測定することが産業連関表では可能である。プロジェクトなどを計

画する際には、最終需要額（投資額）を仮定して、産業連関分析をすることによって経済効果を測定す

ることもある。さらに産業連関分析では「最終需要額（投資額）が変化した結果、各産業の生産額が何

円変化するか」という金額ベースでの波及効果分析ができるのはもちろんのこと、雇用に関する波及効

果分析もできるため、本章ではそれについても取り扱うこととする。雇用に関する波及効果分析とは「最

終需要額（投資額）が変化した結果、各産業の就業者数が何人変化するか」ということである。 
基本的な生産波及を示す数式は、以下の通りである。ただし、X：生産誘発額 I：単位行列 A：投

入係数行列 ：逆行列係数 F：最終需要額である。 
X＝ F  

本章では、以上のような産業連関分析によってオリンピックの経済効果はどの程度のものかについてシ

ミュレーションしていく。具体的に取り上げる事例に関しては、1998 長野、2016 年東京オリンピック

（仮）の二つのオリンピックについて分析を試みる11。 
 
５－２．仮定の設定 

 シミュレーションをする際に最も重要となるものが、設定する仮定である。以下では、用いるデータ

に関してどのような条件で分析をしていくのかについて示す。 
 
・産業連関表（投入係数表、逆行列係数表、雇用表）について 
本章では、低成長時代のオリンピックの経済波及効果に関心があるため、1998 長野、1964 東京を取

り上げる。このうち、長野は 2000 年度の 32 部門表、東京に関しては、予測にはなるが、最新の 2005
年度の 34 部門表を便宜的に用いることとする12。 
逆行列係数表について、一般に生産されたものは全て一国内で売られるとは限らないため、移輸入（移

入・輸入）や移輸出（移出・輸出）を考慮に入れ分析をする必要があり、その場合 のよ

                                                  
11 以降、2016 年東京オリンピック（仮）は 2016 東京と表記する。 
12長野、東京ともに一国を一単位として同等のステージで比較するため、産業連関表に関しては総務省統計局の公表データしている１

国ベースの連関表を用いる。 
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うな型をした逆行列係数表を用いて生産波及を計算する（ここで I：単位行列、A：投入係数行列、 ：

移輸入率対角行列）。しかし、建設に対する需要において、一部を移輸入で賄うということは産業連関

表の定義上ありえないため、以下の波及効果のシミュレーションでは 型の逆行列を用い移輸

出入を除外して計算していく。 
また、雇用表については就業者数を一つの数値として用いる13。 

 
・最終需要額（投資額）について 
 分析で用いる最終需要額は、オリンピック開催によって需要が考えられる「建設」を代表値として捉

え、使用することとする。ただし、分析を複雑にしないために「建設」は競技場やスタジアムや選手村、

また道路建設などのインフラ整備にかかる費用とする。 
まず、長野については、「五輪関連費用」（ここでは全て建設費として捉えることとする）が 4,436 億

円、「高速交通網整備」に 1 兆 930 億円、合計 1 兆 5,366 億円と算定した14。また、東京については、

競技場の新設による設備投資と既存設備の改良による設備投資を合計した 3,479 億 9,700 万円、道路建

設などの輸送インフラの整備（改良含む）を建設費として 1 兆 2594 億円、合計を 1 兆 6,073 億 9700
万円と算定した15。 
 
５－３．経済効果の検証結果 

シミュレーション結果（図表５－１、２）より、1998 長野の新たな生産誘発額は約 3 兆 1,811 億円

でこれは最終需要額と比較して 2.1 倍の大きさである。また 2016 東京では生産誘発額は約 3 兆 4,973
億円で、最終需要額と比較すると 2.2 倍の大きさである。雇用に関して、1998 長野は 362,928 人、2016
東京は 40 万人の新たな雇用の創出が予測される。 
 様々な限定条件の下の分析ではあるが、1998 長野と 2016 東京を比較しても生産波及効果の大きな差

異はないと考えられる。さらに、2016 東京では、既に 1964 年の時点で夏季オリンピックを開催してい

たこともあり、新たな競技場の建設等は既存設備の改良も含め極めて少ない。そのため、競技場などの

建設に向けた投資は、限定的であるといえるだろう。雇用に関しても同様で、効果は限定的であると考

えられる。通常は、夏のオリンピックの効果は、冬のオリンピックよりも高い。だが、今回の東京オリ

ンピックの目指す既存資源の有効活用は、自明ではあるが経済効果を限定的なものとする可能性が高い

ことを意味していると解釈できよう。 
 以上より、オリンピック開催に際した準備（本章では建設に焦点を当ててきた）での経済効果は極め

て限定的であるといえるのではないだろうか。なお、ここでは建設部門を通じた効果のみを測っている

ため、サービス部門等における効果も考慮すれば、全体ではもう少し大きな経済効果が期待されること

には注意が必要であろう。 

                                                  
13本分析では「ある産業の生産が変化すれば、就業者もそれに比例して変化する」ということを仮定している。しかし、このことが必

ずしも現実に当てはまるとは限らない。例えば、企業が生産量を増大させる場合必ずしも人数を増やすとは限らないからである（残業

によって生産増をカバー、機械をフル稼働して生産を増やす‥など）。 
14別井（2004）。 
15 「2016 東京オリンピック・パラリンピック招致委員会」 HP：www.tokyo2016.or.jp/jp 参照 
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６. おわりに 

 ここまで様々な方法を用いて、オリンピックによる経済効果を分析してきた。本章では、これらの分

析結果から、2016 年に東京オリンピックが開催された場合に見込まれる経済効果について検討をして

いく。 
 まず、３章、４章の過去の日本におけるオリンピックの分析では、一国単位の分析からはオリンピッ

ク前での民間企業投資や民間最終消費支出の伸びによる GDP の伸びが観察された。また、開催地別の

GDP の推移でも主に建設業による GDP の伸びが観察出来、ある程度のオリンピックの経済効果が認め

られた。しかし、ＨＰフィルターを用いた分析から明らかなように、やはりオリンピックによる効果は

総じてそれほど大きいものではなく、開催後の GDP の反動減の傾向も考慮に入れると、経済効果はほ

とんどないと考えられる。加えて、前章で行った波及効果の分析結果からは、2016 東京で建設に投じ

られる資金規模は限定的となるため、なおさら、マクロ経済効果は期待できない。 
 これらの検証結果から、私たちは 2016 年東京オリンピックが開催された場合にもたらされる経済効

果は、それ程期待出来ないのではないかと考える。つまり、2016 年に東京オリンピックが開催される

かどうかということが、日本経済に大きなインパクトをもたらすとは考えにくい。そのため、招致活動

に力を入れることは良いが、2016 年のオリンピック開催による経済効果に期待をしすぎないこと、オ

リンピック開催国がどこになるにしても、その結果に左右され過ぎないことである。果たして、オリン

ピック開催に向けて多くの税金を投入することに本当に意味があるのか、経済不況の日本で限りある資

金の効率的な資金の使い方であるのか、しっかりとした見極めが大切である。 
本稿では、「なぜ世界の各都市はオリンピック招致したがるのだろうか」という疑問に対して、経済

効果の側面から、データを用いた簡単な検証を行った。 
もっとも、経済効果の大小は、各国・各都市の経済状況によって大きく左右されるものである。先進

国である日本、特にその中心である東京とっては小さな経済的インパクトかもしれな。しかし、それが

BRICｓと称される新興国ブラジルのリオデジャネイロにとっては大きな経済的インパクトになるかも

しれない。 
では、招致への他の理由はあるのだろうか。もちろん経済効果以外にも様々な理由ができるだろう。

例えば、オリンピック開催によるその開催都市の世界的な知名度のアップへの期待かもしれない。ある

いは、オリンピック開催に伴うインフラの整備により、市民にとっては暮らしやすい都市になることへ

の期待かもしれない。諸々の効果を識別し、数量的に分析することが望ましいが、これは今後の課題と

したい。 
いずれにせよ忘れてはならないことは、経済効果を含めた多くのオリンピック効果と通称される効果

については、あくまで「副産物」に過ぎないということである。大切なことは「世界中から選手や観客

が集う競技大会」としてのオリンピックの本来の目的をしっかり考えた上での招致や大会運営をおこな

うことである。 
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図表一覧 

 
図表２－１ オリンピックの経済効果 

開催年・地域 経済効果 雇用創出 
1984 年 ロス 230 億ドル 73,375 人 
1988 年 ソウル 1 兆 8460 億ウォン 336,000 人 
1992 年 バルセロナ 3000 万ドル 296,640 人 
1996 年 アトランタ 51 億ドル 77,026 人 
2000 年 シドニー 45～51 億ドル 90,000～156,198 人 
2004 年 アテネ 102～159 億ドル 300,400～445,000 人 

（資料）Economics Research Associates (1984), Kim 他(1989), Adam Blake(2005) 
 
 
図表２－２ 北京オリンピックにおける投資 

項目 投資額（確定額） 投資先の例 
会場・競技施設建設 1,950 億円 国家体育館「鳥の巣」 
都市交通インフラ 1 兆 6,730 億円 北京首都空港の改修 

エネルギーインフラ施設 1 兆 275 億円 送電設備 
水資源 2,415 億円 下水道工事 

都市環境建設 2,580 億円 北京市街の整理 
（資料）中国通信社（http://www.recordchina.co.jp/group/g22326.html） 
 
 
図表２－３ カリフォルニア州失業率推移 

 
（資料）State of California 
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図表２－４ カリフォルニア州実質可処分所得推移 

 
（資料）State of California 
 

 

図表２－５ カリフォルニア州建設額推移 

 
（資料）State of California 
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図表３－1 日本におけるオリンピック前後 2年間の実質 GDP 

２年前 １年前 開催時 １年後 ２年後
東京オリンピック 86 96 100 103 114
札幌オリンピック 91 95 100 106 111
長野オリンピック 100 102 100 99 101  

（資料）内閣府『国民経済計算』 
（注） 基準年を 100 とし、指数化。基本的に、平成 2 年基準 68SNA を用いて算出しているが長野オ

リンピックについては、93SNA も用いた。 
 
 
図表３－２ 1964 東京前後の民間企業設備の推移 

 

（資料）内閣府『国民経済計算』 
（注）68SNA 平成 2 暦年基準 実質国内総支出（季調済）四半期データより作成。図表３－３～６は

いずれも同様。 
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図表３－３ 東京オリンピック前後の GDP 成長率、及び寄与度分解 

 
（資料）内閣府『国民経済計算』 

 
 
図表３－４ 札幌オリンピック前後の GDP 成長率、及び寄与度分解 

 

（資料）内閣府『国民経済計算』 
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図表３－５ 長野オリンピック前後の民間最終消費支出の推移 

 
（資料）内閣府『国民経済計算』 
（注）SNA93 への以降のため、長野オリンピックに関しては前 2 年、後 1 年で作成。図３－６も同様。 
 
図表３－６ 長野オリンピック前後の GDP 成長率、及び寄与度分解 

 
（資料）内閣府『国民経済計算』 
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図表３－７ HP フィルターによる経済効果の分析（東京・札幌） 

 

（資料）内閣府『国民経済計算』 
（注）数値は四半期率。フィルタリングは、The Quantitative Macroeconomics and Real Business Cycle
のサイトを利用。 

 
図表４－１ オリンピック開催前後 3 年間の開催県と全国の GDP 成長率の比較 

 
（資料）内閣府『県民経済計算』の実質値より算出。 
（注）北海道に関しては、1975 年以降、測定基準が変更となっているため、前後 2 年で測定。 
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図表４－２ 長野オリンピック開催前における長野県の産業別生産額の推移 

 
（資料）内閣府『県民経済計算』 経済活動別県内総生産および要素所得（長野県）より作成。 
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図表５－１ 1998 長野のシミュレーション結果 
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図表５－２ 2016 東京のシミュレーション結果 

 
 
 
 
 

 


